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１ 行政文書の公開 

 

[請求処理状況] 

府の行政機関が保有する文書に関し、１，５３８件（うち取下げ３９９件）の公開請求があった。 

請求方法は、インターネットによるものが最も多く６３％（９７６件）を占めた。 

公開請求のうち、取下げを除く１，１３９件に対し、１，５１３件の決定を行った（１件の公開請求につい

て複数決定が行われることがあるため、取下げを除く請求件数より決定件数が多い。）。 

決定の主な内訳は、部分公開決定（一部非公開）が６７８件と最も多く、次いで全部公開決定が４１１件、

不存在による非公開決定が３２７件となっている。 

決定処理のうち知事部局が７０％を占めており、その内訳は、都市整備部（２６４件）が最も多く、次いで、

健康医療部（２２９件）となっている。 

 

 

（注）１ １件の公開請求について複数の決定が行われる例 

・１件の公開請求に対象となる行政文書がある項目とない項目が含まれているため、公開・非公開等の決定と不存在に

よる非公開決定を行う場合 

・文書を管理している室課所ごとに決定を行う場合 

２ 非公開決定の内容 

○ 部分公開（一部非公開）：個人のプライバシー情報や法人の正当な利益を害する情報などの非公開情報が記載されて 

 いることを理由として文書の一部を非公開とし、他の部分は公開する決定。 

○ 不存在による非公開：文書の保存期間が経過し、すでに廃棄した場合や作成又は収受していない場合など対象となる 

 行政文書が存在しないことを理由とする非公開決定。 

○ 存否応答拒否による非公開：行政文書が存在しているか否かを答えるだけで非公開情報が明らかになることを理由と 

して、行政文書の存否を明らかにしないで公開請求を拒否する決定。（条例第１２条） 

○ 適用除外による非公開：刑事訴訟に関する書類及び押収物については、条例を適用しないこととされていることを理

由とする非公開決定。（条例第４０条の２） 

○ 要件不備による非公開：行政文書を特定するに足りる事項の記載がない等の公開請求の要件を満たさないことを理由 

 とする非公開決定。（条例第７条第１項、第６項） 

区 分 令和４年度(件) 令和３年度(件) 

行政文書公開請求の件数 １，５３８ １，８６８ 

請求方法別

内訳 

窓口に提出 ３５１ ２８８ 

府ホームページからの入力（インターネット） ９７６ １，２７８ 

ファクシミリで送信 １６４ ２０５ 

郵送 ４７ ９７ 

行政文書公開請求の取下げ件数 ３９９ ３５４ 

行政文書公開請求の件数（取下げ件数を除く。） １，１３９ １，５１４ 

実施機関の決定の件数 （注）１ １，５１３ ２，００９ 

決定内容別

内訳 

（注）２ 

全部公開 ４１１ ６３０ 

部分公開 ６７８ ８１４ 

全部非公開 ６１ ６９ 

不存在による非公開 ３２７ ４５６ 

存否応答拒否による非公開 ３４ ３４ 

適用除外による非公開 ０ ０ 

要件不備による非公開 ２ ６ 
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[非公開理由の適用状況] 

非公開決定（不存在による非公開及び適用除外による非公開を除く。）の状況としては、個人情報を理由と

するものが４７７件と最も多く、次いで、公開すれば法人等の正当な利益を害する情報（法人等情報）である

ことを理由とするものが３４５件となっている。 

 

区 分 非 公 開 理 由 令和４年度(件) 令和３年度(件) 

公開しないこと

ができる情報 

法人等情報（条例第８条第１項第１号、第２項第１号） ３４５ ３９０ 

任意提供情報（条例第８条第１項第２号、第２項第１号） １０ １９ 

意思形成支障情報（条例第８条第１項第３号、第２項第１号） ２８ ３９ 

事務執行支障情報（条例第８条第１項第４号、第２項第１号） １３３ １８７ 

公共安全支障情報 １００ ７４ 

内

訳 

公共安全支障情報（条例第８条第１項第５号） １１ １４ 

公共安全支障情報（条例第８条第２項第２号） ５３ ３０ 

公共安全支障情報（条例第８条第２項第３号） ３６ ３０ 

部  局  区  分 令和４年度(件) 令和３年度(件) 

知 事 部 局 副首都推進局 ４ ８ 

政策企画部 ６９ １４３ 

万博推進局 １９ ３ 

総務部 ７１ ７０ 

財務部 ３５ ２７ 

スマートシティ戦略部 １０ ３ 

 府民文化部 ９６ １３７ 

 IR推進局 １６ １３ 

 福祉部 ７９ ７５ 

 健康医療部 ２２９ ４２０ 

 商工労働部 ５４ １３４ 

 環境農林水産部 ９７ １６４ 

 

都市整備部 ２６４ １８５ 

大阪都市計画局 ４ １６ 

大阪港湾局 １５ ９ 

 建築部（R4.4.1都市整備部に統合） － １１７ 

 会計局 ０ ２ 

 小計 １，０６２ １，５２６ 

行政委員会等 教育庁 ２２３ ３０２ 

選挙管理委員会 ３４ ３２ 

監査委員 ０ １ 

人事委員会 ３ ６ 

労働委員会 ２ ２ 

収用委員会 １ ２ 

海区漁業調整委員会 ０ ０ 

 内水面漁場管理委員会 ０ ０ 

 公安委員会 ０ ０ 

 警察本部 １８８ １３８ 

 小計 ４５１ ４８３ 

  １，５１３ ２，００９ 
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公 開 し て は 

ならない情報 

個人情報（条例第９条第１号） ４７７ ５７８ 

法令秘情報（条例第９条第２号） ３ ７ 

 

○部分公開＋全部非公開＋存否応答拒否による非公開の総数 令和４年度：７７３件 令和３年度：９２３件 

 

（注）１件の決定について複数の理由が該当する場合があるため、非公開の総数より非公開理由別の件数が多くなっている。 

 

 

２ 情報公開審査会への諮問 

  情報公開審査会においては、情報公開条例の規定による公開決定等に対する不服申立て及び同条例の運用

に関する事項についての調査審議、情報公開制度の在り方についての建議に関する事務を行っている。 

  諮問された審査請求は３６件で、過年度の諮問案件も含め２６件の答申を行い、昨年度（１５件）を上回

る処理件数となった。 

  発出した答申について、〔諮問から答申まで〕の平均日数は６０２日、【審査請求から裁決まで】の平均日

数は７８７日を要した。 

 

※ 審査請求事案は【審査請求→〔諮問→答申〕→裁決】との流れで処理される。 

 ［不服申立ての処理状況］ 

公開請求に対する実施機関の決定について、令和４年度に諮問のあった審査請求は３６件であった。 

区  分 

係属 

事案計 

(A)＋(B)＋(C) 

取下

げ件

数 

(A) 

処 理 件 数 （B）の

うち 

裁決済

件数 

審議待ち

件数(C) 

計 

(B) 

認容 一部 

認容 

棄却 却下 

２年度の諮問事案 61件 6件 23件 1件 4件 18件 0件 22件 32件 

３年度の諮問事案 60件 3件 18件 0件 3件 15件 0件 18件 39件 

４年度の諮問事案 36件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 36件 

計 157件 9件 41件 1件 7件 33件 0件 40件 107件 

※当該年度に諮問された事案に対し、どのような処理等がなされたかを表している。 

 

（年度ごとの処理件数）           

区  分 結 論 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

29年度の諮問 
棄却 1件 ― ― ― 

一部認容 1件 ― ― ― 

30年度の諮問 
棄却 8件 1件 ― ― 

一部認容 2件 2件 ― ― 

31（元）年度の 

諮問 

棄却 1件 12件 1件 0件 

一部認容 0件 2件 0件 1件 

２年度の諮問 

棄却 ― 2件 11件 5件 

一部認容 ― 0件 1件 3件 

認容 ― 0件 1件 0件 

３年度の諮問 
棄却 ― ― 1件 14件 

一部認容 ― ― 0件 3件 

４年度の諮問 
棄却 ― ― ― 0件 

一部認容 ― ― ― 0件 

計 73件 13件 19件 15件 26件 

 ※年度ごとに何件処理を行ったかを表している。 
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（処理日数の分布） 

処理日数 諮問～答申（件） 審査請求～裁決（件） 

～400 3 1 

400～500 8 0 

500～600 6 4 

600～700 4 9 

700～ 5 11 

合計 26 25 

   ※合計件数が合致しないのは、答申発出後、年度をまたいだ案件が１件あるため。 

 

 

３ 法人文書の公開 

法人文書の公開の請求件数は３５件であり、実施法人は３６件の決定を行った。その内訳は、全部公開決定
が１４件、部分公開決定が１９件、全部非公開が１件、不存在による非公開決定が２件であった。 
なお、非公開理由は、個人情報を理由とするものが１４件、法人等情報を理由とするものが３件、事務執行

支障情報を理由とするものが８件あった（１件の公開請求について複数決定が行われることがあるため、請求
件数より決定件数が多い。）。 

（法人別文書請求件数） 

区 分 令和４年度(件) 令和３年度(件) 

公立大学法人大阪（大阪府立大学） １０ １１ 

大阪府立病院機構 １ ２ 

大阪健康安全基盤研究所 ０ ０ 

大阪産業技術研究所 ０ ２ 

大阪府立環境農林水産総合研究所 ０ １ 

大阪府住宅供給公社 １３ ９ 

大阪府土地開発公社 ６ ２ 

大阪府道路公社 ５ ２ 

    合  計 ３５ ２９ 

 
 
（法人文書公開請求及び実施法人の決定の状況） 

  （注）1件の公開請求について、項目別に分割して決定が行われる場合があるため、決定の件数が取下げを除いた請求件数を 

上回ることがある。 

 

 

 

区 分 令和４年度(件) 令和３年度(件) 

法人文書公開請求の件数 ３５ ２９ 

法人文書公開請求の取下げ件数 ２ ０ 

実施法人の決定の件数 ３６ ３７ 

決定内

容別内

訳 

全部公開 １４ １６ 

部分公開 １９ １３ 

全部非公開 １ ３ 

存否応答拒否による非公開 ０ ０ 

不存在による非公開 ２ ５ 

適用除外による非公開 ０ ０ 

要件不備による非公開 ０ ０ 
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４ 情報の提供 

  府が保有する公開可能な情報については、府民等の申出に応じて、担当課及び府政情報センターで情報提供

を行うこととしている。このうち、府政刊行物の販売部数は４９８部あり、「令和４年大阪府基準地価格要覧」

（１４４部）、「大阪府職員録（令和４年６月１日）」（７５部）、「令和５年度大阪府公立高等学校入学者選抜実

施要項」（７５部）の販売冊数が上位を占めた。 

 

 

５ 情報の公表 

（１）府政情報センターにおける資料の公表等 

府政に関する基礎的な情報や政策形成過程の情報について、ホームページに掲載するなどして積極的

に公表を行っている。 

なお、府政情報センターでは５０９件の資料等を公表した。 

 

府政情報センターで 

公表した資料等の件数 

令和４年度(件) 令和３年度(件) 

５０９ ５０１ 

内

訳 

府政に関する基礎情報 １２９ １３７ 

政策形成過程情報 １４４ １６０ 

その他 ２３６ ２０４ 

  

 

（注）１ 公表した資料等の内訳について 

○ 府政に関する基礎情報 

・府の施策、計画、指針等の概要 

・府の事務事業の概要（各室・課（所）等毎） 

・府の事務事業の評価の結果又はその概要 

・府の基本的な事務に関する要領、要綱、手引書等 

・府の出資法人の組織、事業及び決算等の概要（条例第２条第４項に規定する実施法人及び条例第３４条第２項の 

規定に基づき実施機関が定める出資法人に係るもの） 

・府の施設の管理に関する指定管理者との基本協定等  

○ 政策形成過程情報 

・府の基本的な施策、計画、指針等の策定及び重要な改廃等に係る案又は主要な検討資料 

・府の重要な政策決定等に関する部長会議等の協議又は報告の概要及び提出資料 

・府政に関する意見募集の結果又はその概要   他 

    ２ １件の資料について、複数の内訳に該当する場合があるため、内訳の件数が資料等の件数を上回ることがある。 

 
（２）特別顧問及び特別参与の職務の公表等 

「非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例」に基づき報酬を支給した、特別顧問及び特別参与に

ついては、「特別顧問及び特別参与の職務の公表等に関する運用指針」により、従事した職務の遂行に係

る情報について、事前・事後公表を行っている。 

また、特別顧問等が職務に従事している場における当該実施状況のうち、ア 副首都推進本部会議等

での助言、イ 成果物の知事等への報告、ウ 特別顧問等相互間での意見交換については、会議の傍聴

や動画配信等によるライブ公開を行っている。 
  

区 分 令和４年度(件) 令和３年度（件） 

事前公表 １２７ ５２ 

事後公表 １３０ ５２ 

ライブ公開 ４ ４ 

  （注） 事前公表にはライブ公開分は含まない 
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６ 会議の公開 

 公開制度の対象となる審議会等（法令又は条例で設置）は、令和４年度において２４４あった。このうち 

１５８の審議会等が公開会議（議題等により非公開とする旨の留保付きのもの等を含む。）であった。 

 

７ 出資法人の情報公開 

府では、出資法人の情報の公開に関する指導指針に基づき、府の出資法人のうち、府の事務と特に密接な関

係を有する法人を対象に、自主的に情報公開申出制度を実施するよう指導している。 

令和４年度は対象法人すべて（１７法人）で自主的に情報公開申出制度が実施され、情報公開の申出の件数

は、５法人において計１４件であった。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        
（注）１件の公開申出について、項目別に分割して決定が行われる場合があるため、決定の件数が 

公開申出の件数を上回ることがある。 

区    分 令和４年度(件) 令和３年度(件) 

情報公開申出制度実施法人数 １７法人 １７法人 

公開申出のあった法人 ５法人 ８法人 

公開申出の件数 １４件 ２２件 

決定の件数 １４件  ２２件 

決定内容

別内訳 

全部公開 ３件   ５件 

部分公開 ８件   １３件 

全部非公開 １件    ２件 

存否応答拒否による非公開 ０件    ０件 

不存在による非公開 ２件   ２件 


